
医師偏在指標に基づく医師確保対策に関する緊急提言 

 

国において示された医師偏在指標は、これまでの人口 10 万人対医師数では

考慮されていない「医療ニーズ」、「医師の性別・年齢分布」等の観点を反映

させるなど、全国の状況を相対的に比較する上で、参考となる指標ではあると

考える。 

しかし、国から示された医師確保計画策定ガイドラインでは、これらの医師

偏在指標をもって、今後の各都道府県における医師確保対策の方針として、医

師多数三次医療圏とされる都道府県は「当該都道府県以外からの医師の確保は

行わない」、「目標医師数を既に達成しており、新たに医師確保対策の立案を

抑制する」といった方針が示されていることに加え、医師需給分科会等では、

「医師少数県以外は、今後、大学に対し地域枠(臨時定員)や地元出身者枠の増

員は要請できない」、「専門医制度の専攻医の定員の上限制限（シーリング）

を、診療科別の必要医師数を上回る都道府県全体に拡大する」など、既に医師

が充足しているとみなした議論が行われていることは、大変遺憾である。 

各県とも医師確保については、行政、関係医療機関が、様々な知恵を出し合

い、密に連携を図りながら、継続的に取り組んできている。その成果を得るた

めには長い年月を要することから、これらの対応については、手を緩めること

なく、継続的に取り組んでいく必要があると考える。 

このため、国においては、下記の事項について、格別の措置を講じられるよ

う強く要請する。 

記 

 

１．医師確保対策については、これまで各県と関係者が密に連携を図りながら、

それぞれの地域の課題に対して、創意工夫をもって対策を講じてきたもので

あり、今回推計された医師偏在指標のみをもって、今後の各都道府県間の医師

確保対策に軽重がつけられることがないようにすること。 

 

２．日本専門医機構の 2020 年度専攻医募集シーリング案は、医師の高齢化が全

国より進行している四国地方において、将来の若手医師の育成を制限し、急激

な専門医の減少を招くことから再検討を求める。国においては、各都道府県知

事の意見を十分に尊重し、専門研修制度の見直しが地域医療に影響を及ぼさ

ない制度設計となるよう、日本専門医機構に強く働きかけること。 
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